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ＮＴＴ東西の光サービスの卸売サービスの 

事業者変更の在り方についてのタスクフォース（第２回） 

 

１ 日時 平成３０年５月３０日（水）１０：００～１０：５０ 

２ 場所 総務省１００１会議室（総務省１０階） 

３ 出席者 

 ○ 構成員 

  新美育文 主査、長田三紀 委員、西村真由美 委員、西村暢史 委員、森亮二 委員 

 ○ オブザーバー 

  永澤均 オブザーバー（ＦＶＮＯ委員会番号移行タスクフォース）、明神浩 オブザーバー（テレコ

ムサービス協会）、飯塚智 オブザーバー（東日本電信電話株式会社）、茂谷浩子 オブザーバー（東

日本電信電話株式会社）、草深仁志 オブザーバー（西日本電信電話株式会社）、福井晶喜 オブザ

ーバー（独立行政法人国民生活センター） 

 ○ 総務省 

  古市裕久 電気通信事業部長、竹村晃一 事業政策課長、藤野克 料金サービス課長、徳光歩 消費

者行政第一課長、深堀道子 電気通信技術システム課番号企画室長、松井正幸 事業政策課企画官、

廣瀬照隆 事業政策課課長補佐、金子創 消費者行政第一課調整官 

４ 議事 

 ○ NTT東西の光サービスの卸売サービスの事業者変更の在り方について 

 

【新美主査】  それでは、皆さん、おはようございます。定刻となりましたので、ただいまからＮ

ＴＴ東西の光サービスの卸売サービスの事業者変更の在り方についてのタスクフォース、第２回の会

合を開催したいと存じます。 

 本日、蒸し暑いというか、涼しくなるという天気予報でしたが、かなりむしむしした、しかも、お

忙しい中、お集まりいただきまして、大変ありがとうございます。 

 議事に先立ちまして、事務局から資料の確認をお願いしたいと存じます。よろしくお願いします。 

【廣瀬事業政策課長補佐】  事務局でございます。本日は、資料２－１と資料２－２の２つの資料

をお手元にご用意しております。過不足等ございましたら、ご指摘いただければと思います。 

【新美主査】  それでは、ご確認できたと思いますので、早速、議事に移らせていただきます。 

 まず、ＮＴＴ東西の光サービスの卸売サービスの事業者変更の在り方につきまして、事務局からご

説明をお願いしたいと思います。 
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 なお、論点が複数ございますところ、事業者変更の手続きの説明が終わりましたら、一度そこで区

切りまして、ご質問をいただくという時間を設けたいと思いますので、よろしくお願いします。 

 それでは、よろしくお願いします。 

【松井事業政策課企画官】  資料２－１と２－２についてご説明させていただきます。基本的な論

点の整理は資料２－２でさせていただいておりますので、２－２のご説明が中心になるかと思います

が、資料２－１とあわせてごらんいただければと思っております。 

 資料２－１の８ページ目までは前回の議論でいただいた資料をまとめたものですので、これはご参

照いただければと思います。 

 資料２－１の９ページ目と資料２－２の１ページ目をお開けいただいて、両方並べていただきなが

らごらんいただければと思います。 

 まず、資料２－２の１ページのところでございますが、「事業者変更」の基本的な考え方ということ

で整理をさせていただいております。項目の１番目でございますが、基本的考え方、論点といたしま

して、ＮＴＴ東西の光サービスの卸売サービスについて「事業者変更」を実現することは妥当かとい

うこと。右側の考え方でございますけれども、利用者利便を確保するため、光ＩＰ電話番号・設備を

変更する必要のない「事業者変更」を実現することは妥当ではないか。その際、光発番のＩＰ電話番

号も継続できることとすることが妥当であるということで記載させていただいております。 

 その下に、前回会合でご指摘いただきました光回線が残置されてしまっているというところですけ

れども、複数の光回線を引き込んで卸売サービスの事業者に変更するケースということで、廃止回線

の光ファイバーが残置されるケースがあるというご指摘を前回いただきましたけれども、ＮＴＴ東西

様に確認させていただいたところ、同じ設置場所で新規申し込みがあった場合に派遣工事なしで開通

できるよう、解約があった場合の引き込み線は基本的に残置しているものの、利用者からの要望があ

れば撤去しているということで、ご回答いただいております。今回、「事業者変更」が設備の継続利用

を可能するという形で導入をする方向で、今、論点を整理させていただいておりますので、導入され

ることでこうしたケースの発生が抑制できると考えられるのではないかということで記載させていた

だいております。 

 それから、基本的な考え方で続けてですけれども、対象とする回線ですけれども、「事業者変更」を

可能とする回線は、光ＩＰ電話が付加されている卸売回線のみに限らず、全ての卸売回線とすること

が妥当ではないかということ、それから、３番目の箱ですが、位置づけについて、これも前回会合で

ご指摘いただいたところでございますけれども、「事業者変更」を「解約・新規」という立てつけと「契

約の譲渡」ということも対応が考えられるのではないかというご指摘でございましたが、ここについ

ては、「解約・新規」の構成は、変更元の事業者で契約を解約した後の請求を要するが、事業者間の手
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続きが簡素である。変更先事業者と変更元事業者で同一の付加サービスが取り扱われていないことに

容易に対応できる等のメリットがあり、転用・携帯電話のＭＮＰと同じ構成であるということでなじ

みがあるということ。 

 一方で、「契約譲渡」の構成は、変更元事業者で契約を譲渡した後の請求を発生させない場合には料

金の回収の可能性を高めることができるということでメリットがございますが、違約金、付加サービ

ス等の条件が異なる多くの卸売事業者間で直接の関係を必要とするという事情が生ずるということで、

両方の契約条件等が一致していないとなかなかスムーズな契約の譲渡というのが難しいところがある

のではないかということで、以上を勘案すると、契約譲渡と比べると「解約・新規」の構成のほうが、

事業者間での扱いが容易ということで、導入が容易になるのではないかということを指摘させていた

だいております。また、付加サービスが異なる場合の扱いでございますけれども、こちらについては、

変更元事業者と変更先事業者の間で付加サービスが異なる場合であっても、事業者変更」の対象とす

ることは妥当であろうということ、そして、異なる場合の差分についてはＮＴＴ東西が提供すること

となるということで、その点について十分な周知が必要ではないかということで指摘をさせていただ

いております。 

 続きまして、具体的な手続き、資料２－１は１１ページ目をお開けいただいて、資料２－２の２ペ

ージ目の上のところからご説明をさせていただきます。 

 具体的な手続きですけれども、論点といたしまして、利用者が変更元事業者に事業者変更承諾番号

の発行を申し込み、変更元事業者から当該番号の発行を受けて、期限内に当該番号をもって変更先事

業者に申し込むという、前回ご指摘、紹介いただいた手続き、これについてですけれども、こちらは

今の転用と携帯電話のＭＮＰと同様の手続きであって妥当ではないかということ。ただ、これも前回

ご指摘いただきましたけれども、利用者の知らないうちに事業者変更承諾番号が取得されることとい

ったことに起因する消費者トラブルが生じないよう、変更元事業者において十分な本人確認を行うよ

う留意すべきではないかということを指摘させていただいて、整理をさせていただいております。 

 続きまして、資料２－１の１２ページ目をお開けいただいて、資料２－２でご説明させていただき

ます。 

 事業者変更承諾番号の発行で、こちらは貸し倒れの懸念ということもご指摘いただきました。それ

を防ぐために変更元事業者において承諾番号の発行に制約を設けることについてどう考えるかという

論点をいただいております。こちらについては、考え方といたしまして、請求に応じて事業者変更承

諾番号を発行されるべきものであると考えますけども、次の場合には変更元事業者の判断によって事

業者変更承諾番号を発行しないことが許容されるべきではないかということで、２つ挙げております。

支払い期限を過ぎた未納料金がある場合、それから、分割払いとなっている工事費の残債があり、事
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業者変更承諾番号の請求にあわせて行ったその一括清算等の請求に対する支払いが行われていない場

合ということ、この２点を挙げさせていただいております。 

 他方、この扱いを強制とすると、変更元事業者の判断による運用を阻害するということになります

ので、強制的・統一的な運用ルールとすることは控えるべきではないかということで整理をさせてい

ただいております。 

 続いて、利用者によっては、契約解約後に料金等を支払わなければならないことを理解していない

ケースも見受けられる。特に工事費の残債等が分割になっている場合等があると思いますけれども、

料金等の仕組みについて、契約時も含めて、契約時事業者変更承諾番号発行時に十分な説明を行い、

利用者の理解を促進することが必要ではないかということで整理をさせていただいております。 

 続きまして、資料２－１、１３ページ目で、重要事項説明でございます。重要事項説明につきまし

ては、その項目と内容を業界全体として検討すべきではないかということで論点をいただいておりま

すけれども、考え方といたしましては、「事業者変更」は単なる解約・新規契約とは異なる部分があり

ますので、変更元事業者と変更先事業者は、通常説明している事項に加えて「事業者変更の趣旨」、「事

業者変更の手続きの概要」、「変更時に生じる費用等」、「事業者変更により生じうる不利益事項等」、ま

た「初期契約解除等により復帰する場合に生じうる不利益事項」といった事項と、その説明内容をし

っかり検討していただくことが必要ではないかということを記載させていただいています。 

 その重要事項説明が適切に行われるよう、業界全体として、利用者への説明のあり方を検討するな

どの取り組みが進められるべきではないか。その際に、「事業者変更」の趣旨が利用者に適切に理解さ

れるよう留意すべきではないか。また、その結果について取りまとめ、ＦＶＮＯ事業者へ周知、実施

を徹底すべきではないか。また、代理店における適正な業務実施を確保するため、代理店指導等措置

の確保を徹底すべきではないかということで整理をさせていただいております。 

 続きまして、１４ページ目で、契約情報の提供です。こちらも論点いただいたところですけれども、

事業者変更をスムーズに行うためには、変更元の事業者、ＮＴＴ東西がお持ちになっている具体的な

両者の契約内容を変更先事業者に伝達する仕組みを整備すべきかという論点をいただいておりました。

消費者トラブルを回避する観点からは、利用者の契約内容を伝達する仕組みがあることは望ましいが、

この情報は個人情報に当たりますので、個人情報の提供の利用者同意を得ることが確保できるのであ

れば、この契約内容を伝達する仕組みを整備することが望ましいのではないかというふうにまとめさ

せていただいております。 

 それから、前半の説明は最後ですが、費用負担について、構成員限りで転用の費用について記載さ

せていただいておりますけれども、「事業者変更」を十分に活用できるようなものとするためには、

「転用」のように利用しやすい費用負担の枠組みが構築されることが期待されるのではないかという
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こと。それを検討いただくために、ＮＴＴ東西様には早期に費用の概要を提示すべきではないかとい

うことで整理をさせていただいております。 

 前半の説明としては、１回ここで切らせていただきます。 

【新美主査】  どうもありがとうございました。 

 それでは、ただいまの説明につきまして、ご質問、ご意見ございましたら、よろしくお願いします。

どうぞよろしくお願いします。 

【福井オブザーバー】  スライドの１１と１４と１５で教えていただきたいところがあるのですけ

ども、少し今説明もあったかなと思うのですが、スライド１１の事業者Ａの番号の取得ですとか、事

業者Ｂのシステム入力の部分ですが、これは代理店、委託先の事業者も可能なのかどうかというとこ

ろを教えていただければというところと、あと、本人性確認の実施のところですけども、よくあるの

が、契約者ご本人ではなくてご家族が利用されていて、その方が変更したいという場合のようなとき

の本人性というのはどこなのか。契約者ご本人なのかというところをスライド１１でご質問し、わか

れば教えていただければと思っています。 

 あと、スライド１４は、これは個人情報の利用になるかと思うのですけども、そこはこの事業者変

更に限って個人情報を使用するというふうな利用目的となってくるか。もし可能であれば、利用目的

を特定していただければという、これは意見になるかもしれないのですけど、その点がございます。 

 スライド１５なのですけども、これはまだ未定ということなのですけども、負担をするのは消費者

なのか、それとも事業者なのか、あるいは負担額が大体幾らぐらいというのは、何か目安的なものが

あれば、ご教示いただければと思っております。よろしくお願いいたします。 

【新美主査】  よろしくお願いします。 

【廣瀬事業政策課長補佐】  後でＮＴＴさんにフォローしていただければと思うんですけど、１１

ページ目の転用承諾番号の申し込みについては、実際に今、ＮＴＴさんにアクセスするシステムがあ

る事業者と同じだと思うんですね。なので、そもそも転用のときに代理店にそのシステムを卸してい

る事業者があるかないかによるかと思います。 

【茂谷オブザーバー】  現在でも、事業者によって区々でして、システムへは全部事業者で投入さ

れている場合もありますし、代理店へもそのシステムを貸し出している事業者もいらっしゃいますの

で、ケース・バイ・ケースです。 

【廣瀬事業政策課長補佐】  ということで、今、転用するときにオーダーを投入する事業者におい

て代理店に落としている事業者があれば、多分それと同じ範囲になるだろうということになろうかと

思います。 

 ２つ目の本人確認につきましては、このシステムによると６００者以上の方々が本人確認を行うと
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いうことになって、それをどこまで確認するかというのは、基本的にはそれぞれの事業者に委ねられ

ることになろうかというふうに考えています。ただ、その場合に、どこまでのルールをつくるかとい

うのは、今後ＮＴＴさんにおいて、最低限ここまでですよというのは検討されていくのだろうと考え

ています。 

 それから、１４ページの契約の内容をスムーズに変更先事業者に伝達するための個人情報の伝達で

すけれども、これについては、もしこういうシステムがあれば、変更元事業者と変更先事業者で間違

いがないなというふうに考えているところなのですけれども、ご指摘のとおり、これを実現するため

には個人情報を第三者に提供しますよということについての同意が必要で、その同意に当たっては利

用目的を特定することが必要だと考えております。なので、まずそれができるかどうかということを

考えた上で実現するかどうかの問題ではないかと思います。 

 それから、１５ページの費用負担のところですけれども、ここはＮＴＴさんに早くご検討いただけ

ればと思うのですが、今、基本的には、我々の理解としては、転用の場合と同じように転用先の事業

者がＮＴＴさんから請求を受けて、それをお客さんに何らかの形で請求するかしないかの問題ではな

いかと考えております。 

【新美主査】  よろしいでしょうか。 

【福井オブザーバー】  はい、ありがとうございます。 

【新美主査】  それでは、ほかにご質問、ご意見ございましたら。じゃ、森さん、お願いします。 

【森委員】  ２－１、１１枚目、１２枚目のところをごらんいただきまして、１１枚目の事業者Ａ

から事業者Ｂ、事業者変更のときに、先ほど契約上の地位の移転ではなくて解約・新規ということで、

確かにＡとＢでサービス違うということがありますので、それでよろしいかなと思いましたけれども、

その前提でなんですが、事業者Ｂ側で、変更先の事業者で営業してこっちに移ってきてもらおうとい

うときに、１２ページをごらんいただきますと、結局は事業者Ａ側で利用料金とか工事費の残債があ

って、番号を出しませんということがあるかなと思うのですけれども、そのときに、結局は契約上の

地位というよりは残債の部分が問題なので、それを事業者Ｂ側で買い取って移ってきてもらうみたい

なこともあり得るのかなと思ったのですけども、ＦＶＮＯ委員会さんにお尋ねしますが、そういうこ

とはあまり想定されていないでしょうか。よろしくお願いします。 

【永澤オブザーバー】  債権譲渡のご意見いただきまして、一部のメンバーで少し議論をしたので

すけれども、基本的に債権が未確定のものというのは何があるかというと、当然ながら、使用料もあ

るのですけども、各コラボ事業者の中の違約金等々、これは各事業者が勝手に決められているものな

ので千差万別であるということで、その債権に対してどれぐらいあるかというのは、各事業者間で確

認する術がないということ。あとは、ＮＴＴさんから転用されるときには工事費の残債がくるという
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のは、ＮＴＴさんのほうのタリフとかルールというのは一定化されていますので、各事業者に移る際

はさほど問題はなかったのですけども、各事業者間では、やっぱりこれは契約になるだろうと。現実

的に６００者を数えるコラボ事業者間で契約行為が本当にスムーズに行われるのかというと、現実的

ではないだろうという点と、お客様から見ると、こっちに移りたいと言っているのに、債権譲渡の部

分で移行先が、これはだめですと、債権の買い取りしませんということになったときに、お客様が移

れないことになっちゃうんですね。お客様の自由度というのが阻害されないかというような問題点が

出まして、やはり解約・新規という形をとったほうが非常にスムーズだろうというような形になった

ということになります。 

【森委員】  ありがとうございました。解約・新規が前提なのですけれども、ちょっとややこしい

話なのですが、契約当事者の地位をそのまま移すと、Ａとユーザーの間にある契約、これは債権・債

務を全部ひっくるめたものをパッケージで、Ａ利用者間にあるものをＢ利用者間に移すスキームと、

そうじゃないですよと、Ａと利用者の間は一旦解約して、一旦解約しても１２ページの利用料金工事

費というのが残るわけなんですよね。残りまして、それを払ってくれないと、Ａとしては、変更元と

して変更させてあげませんよと、そういうことになるわけですけれども、その際、Ｂとしては早く移

ってきてほしいので、そこの清算をかわりにしてあげますと。契約はＡ利用者間では終わっていて、

新しくＢ利用者間で始まるわけですけれども、かわりにＢが建てかえてあげますから早く移ってきて

くださいみたいな話がもしかしたらあるのかなと。ですので、利用者から見たら、それは単にオプシ

ョンが増えるだけであって、決して移動の自由を阻害するものではないのですけれども、そういうご

商売が、戦略的に考えられているのであればということでしたので、別にお考えではないということ

であれば結構です。ありがとうございました。 

【永澤オブザーバー】  非常に難しいですね。 

【新美主査】  難しいですかね。今の１つは、債権だけを譲り受けてやるというのはあるんじゃな

いかということですね。 

【森委員】  そうです。 

【新美主査】  それは多分、ビジネスの中でそのほうがいいということになれば、各事業者で、そ

ういう判断をして買い取ることはあり得るだろうと思いますので、それは１つのオプションとしてあ

り得るかなということで、頭の片隅に入れておいていただければと思います。 

 ほかにご質問、ご意見ございましたら、よろしくお願いします。はい、どうぞ。 

【西村（真）委員】  先ほどのお話ですけれども、イメージとしては、キャッシュバックしてもら

うというような、そういう考えでよろしいのですか。工事代金とか違約金とか利用料金相当額を、新

たに移られる事業者Ｂがキャッシュバックという形で顧客にお金を渡してくれるというような形で債
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権買い取りに充当するようなイメージでしょうか。 

【森委員】  イメージとしては、それでも結構なのですけれども、ただ、キャッシュバックを利用

者に渡してしまうと、利用者がそれをＡに払うかどうかわからない。要はＢとしては早く巻き取りた

いというのがあると思いますから、そこの清算をＡ、Ｂ間でやってしまって、すぐに移ってきてもら

う。利用者にキャッシュバックすると利用者的にはうれしいかもしれないのですけども、Ａに払わな

いかもしれないので、Ｂのほうに来るスピードアップがあるかどうかはちょっとわからないというこ

とかなと思います。 

【永澤オブザーバー】  今回の事業者変更とは別途、そういうケースは多々あるのかもしれないで

すね。事業者間でお客様を移行させる際に債権の問題というのは、事業者間で話し合って買い取りと

いう、そういうオプションもあると思いますけども、制度として事業者変更をしていくというのは、

かなりの流動性と量とスピード、ということになるので、１件１件そういう処置をするというのは、

この制度の中では、また別のところでのステージでは、そういうことは可能かなというような考え方

だと思います。 

【森委員】  わかりました。 

【新美主査】  そういうことも起こり得ることでしょうということですよね。制度化するまででは

ないんじゃないかというお話だと思います。その辺はまだ議論があり得るかなと思います。キャッシ

ュバックとか、そういう問題は別のところで議論しますので、とりあえずここの手続きのところでは

特にそういうルールは設けないということで、今、話が進んでいるということでご理解いただけたら

と思います。 

 ほかにございますでしょうか。なければ、後半のほうに入っていただけますでしょうか。 

【松井事業政策課企画官】  続きまして、今ご議論いただいた事業者変更の方法を踏まえた、前回

もご指摘いただいた必要な環境整備についてご説明させていただきます。資料２－１が１７ページ目

からになります。資料２－２が３ページ目になります。 

 まず、ＦＶＮＯ委員会からのご意見としていただいております必要な周知、渡り歩きの制限、セー

フティネット、この３点でございますけれども、まず、利用者への必要な周知でございます。論点と

いたしまして、消費者の適切な判断への寄与、消費者トラブルの予防のための注意喚起のため、事業

者変更の仕組みを導入するに当たって、利用者の周知を工夫する必要があるのではないかという論点

につきましては、事業者変更の導入に伴う新たな消費者トラブルの発生を予防するため、ＮＴＴ東西、

業界団体等においては「事業者変更」の仕組みや事業者変更に当たっての留意点をまとめて周知する

など、必要な措置を検討し対策をとることが必要ではないかということでまとめさせていただいてお

ります。 



 -9- 

 それから、渡り歩きの制限、こちらは、「事業者変更」により利用者の流動性が高まる結果、料金を

支払わずに事業者を渡り歩く行為が生ずる可能性があるのではないか。それを防止する仕組みを検討

すべきではないかというご指摘でございましたが、こちらにつきましては、例えばということでござ

いますが、「事業者変更」による新規契約後の一定期間は当該者に再度事業者変更承諾番号を発行でき

ない仕組みにするといった対応も考えられるとは、これは事務局のほうで思ったところでありますけ

れども、悪意のない利用者にも不利益を及ぼすため、妥当とは言い難いのではないか。 

 他方、変更元事業者の判断によって、例えば料金等の支払い実績のない請求書払いの利用者が承諾

番号の発行請求をしてきた場合には、利用者がクレジットカード払いや口座引き落とし払いに変更し

た後に番号を発行すると、こういった対応は許容されるべきではないかということで記載をさせてい

ただいております。 

 それから、セーフティネットでございますが、これも流動性が高まる中で、突然廃業してしまう事

業者がいるのではないかというご指摘でございました。こちらにつきましては、電気通信事業法上、

事業の休廃止には利用者に費用な対応をする期間を確保できるよう、相当な期間を確保して利用者に

周知することを義務づけております。 

 また、これまでは電気通信事業者間で営業権の譲渡が行われて、利用者におけるトラブルが回避さ

れているということでございますが、今後、卸売サービスの事業者が突然に廃業に至るような場合は、

こうした仕組みが機能しない可能性がありますので、具体的な対応ができないような事態が生ずれば、

必要な措置を検討する必要があるのではないかということで、今後の状況を見て、総務省のほうでも

留意していくということを記載させていただいております。 

 それから、１８ページ目は条例でございます。 

 資料２－１の１９ページ目と資料２－２の４ページ目でございます。 

 事業者変更キャンセルの話でございます。論点の１つ目としまして、「事業者変更」に関して、変更

先事業者の不適正営業を理由としてキャンセルが生じた場合、それを処理するシステムが必要ではな

いかという論点でございます。こちらについては、転用の場合と同様、不適正営業を理由として事業

者変更キャンセルを処理するシステムが必要ではないか。変更元事業者がキャンセルして変更元事業

者に復帰するに際しては、復帰前の状態に戻ることができるとは限らないことについては、変更前事

業者・変更後事業者は重要事項説明として説明すべきではないかということ。 

 それからもう一つの論点が、「転用」に関して、転用先事業者の不適正営業を理由としてキャンセル

が生じた場合、「事業者変更」のシステムで処理することになるのかということにつきましては、これ

は「転用」のシステムというのは既に構築されているということと、「事業者変更」のシステムは、そ

の事業者変更承諾番号の発行がトリガーとして作用する別のシステムとして整備されるということで
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お伺いしておりますので、両者は異なるシステムとなるのではないかということでございます。 

 また、それに付随する事業者間のトラブルの扱いでございますけれども、基本的には「事業者間変

更」の手続きにおいて、契約情報の提供以外には変更元事業者と変更先事業者のやりとりは生じない

ということでございますけれども、不適正営業を理由としてキャンセルが生じた場合に、卸売事業者

間のトラブルが出る可能性がありますので、その解決方法と問い合わせの場が必要ではないかという

論点につきまして、不適正営業の有無については、その変更先事業者が判断となりますので、それを

起因として変更元事業者間とのトラブルになることは考えにくいと書かせていただいておりますけれ

ども、変更元事業者において不適正営業を理由に復帰をしていただく場合に一定の実費がかかるとい

うことでございますので、その場合には、その負担のあり方について事業者間のトラブルが生じるの

ではないか。ここについては、事業者間で協議して解決すべきというのが基本ではございますけれど

も、その協議がスムーズに行われるよう、ＮＴＴ東西を介して、変更元事業者と変更先事業者が連絡

を取れる仕組みを確保することが必要ではないかと記載をさせていただいております。 

 続きまして、資料２－１が２０ページ目、資料２－２が５ページ目でございます。 

 寡占化の懸念についてもご指摘がございました。「事業者変更」の導入に伴って、寡占化による弊害

が生じ得るという懸念があるということで、公正競争の観点からも、利用者利便の向上の観点からも

検討が必要ではないかというご指摘でございます。こちらにつきましては、利用者におけるサービス

選択の幅をできる限り確保し、高度かつ多様な電気通信サービスの提供を促進するという観点からは、

一般論ではございますけれども、市場が寡占的になることは望ましくないということが考えられるの

ではないかというふうに記載をさせていただいております。構造的な寡占化の回避は、新規参入機会

を閉ざすことによって行うものではなく、新規参入機会を確保しつつ、同等の競争環境を整備するこ

とで行うべきということで、そういった見地から、市場環境を注視していくことが必要ではないかと

いうことでございます。これは総務省の今後の政策、特に市場検証会議等を実施しておりますので、

そういう観点の中で留意すべき論点ということで記載をさせていただいております。 

 それから、過度なキャッシュバックでございます。「事業者変更」に係るキャッシュバックが過度に

行われた場合に、乱売につながるおそれがあるということで、適正なあり方の検討が必要ではないか

ということで、こちらは資料２－１の２１ページ、２２ページ目にキャッシュバックの状況について

整理をさせていただいたものがあります。現在の主要事業者のキャッシュバックの例でございますの

で、ご参照いただければと思いますけれども、こちらにつきましては、過度なキャッシュバックによ

って競争事業者を排除または弱体化させるために適正なコストを著しく下回る料金が設定されるよう

な場合は、「他の電気通信事業者との間に不当な競争を引き起こすものであり、その他社会的経済的事

情に照らして著しく不適当であるため、利用者の利益を阻害するもの」に当たるということで、これ
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は電気通信事業法２９条の業務改善命令の対象となるということを記載させていただいております。 

 また、２９年度の電気通信事業分野の市場検証の中で中間報告を先日させていただきたましたが、

その中でも、固定系ブロードバンドサービスのキャッシュバックの利用者の認識、こちらについて調

査したところ、キャッシュバックの増額よりも通信料金の値下げを優先してほしいということ、また、

キャッシュバックが料金プランをわかりにくくしている、また、適用条件がわかりにくいといった意

見があったということを紹介させていただいております。これもまた総務省の今後の検討課題ではご

ざいますけれども、引き続き卸先事業者におけるキャッシュバック等の状況について、「事業者変更」

の実現による影響の有無も含めて重視していく必要があるのではないかと記載させていただいており

ます。 

 それから、最後でございます。資料２－１の２４ページ目、２５ページ目と資料２－２の６ページ

目でございます。 

 導入形態につきましては、事業者変更導入に当たっては、全ての卸売事業者が導入・一斉開始が必

要であるというご意見でございました。こちらにつきましては、卸売事業者ごとに事業者変更が可能

なのか不可能なのかといったことがありますと、また導入時期も別々ということになると、利用者に

とって大変わかりにくくなるし、それがまたトラブルの原因になりますので、事業者間の公正性も確

保できなくなると考えられますので、これは全ての卸売事業者において一斉に開始されることが妥当

ではないかということで記載をさせていただいております。 

 導入スケジュールについては、先日、ＮＴＴ東西様から資料をいただいております。２５ページ目

でございますけれども、事業者変更につきましては、ここまでの仕組み、ご議論いただいているとこ

ろでございますので、できるだけ利用者に対して十分な周知を行って、できる限り早期に導入される

べきではないかということ。ＮＴＴ東西様におかれましては、事業者変更の早期導入のため卸売事業

者に対して丁寧な説明、調整を進めて、必要なサポートを行うべきではないかということ。 

 また、これは総務省の制度的な対応のところでございますけれども、「事業者変更」の導入を制度的

に進めるために、平成３０年の電気通信事業法、今月成立した電気通信事業法の改正によって、新た

に電気通信番号計画に記載する電気通信番号の使用に関する条件というのが追加されておりますので、

ＮＴＴ東西の光サービスの卸売サービスにおける番号ポータビリティの確保を求めることを、この条

件にするということも検討すべきではないかということで、総務省の対応についても記載をさせてい

ただいております。 

 資料２－１、２－２の説明は以上でございます。 

【新美主査】  ありがとうございました。 

 それでは、ただいまの後半部分についての事務局からの説明を受けて、ご質問、ご意見ございまし
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たら、よろしくお願いします。はい、お願いします。 

【西村（暢）委員】  今回の対応で消費者の流動性を目指すものとして、消費者への選択肢の提示、

それから実際のサービス提供がよりよくスムーズに実現されることが望ましく、それが期待できるも

のでないかなというふうに考えております。その中で特に必要な環境整備といったところで、先ほど

の承諾番号の制約というのと、先ほど説明していただきました渡り歩きの制限、いずれも承諾番号と

いうものの発行の制約条件というふうなものでございます。ここは消費者への周知、それから、現在

お伺いしておりまして、番号発行の制約の条件としては最低限考えられる状況を列挙していただいて

いるのかなというふうに考えておりますので、消費者の周知と具体的な列挙、この両にらみで運用を

基本としていただいて、あとは個々の変更元事業者の判断とともに消費者の利益を図っていただけれ

ばというふうな形で、要望というか、希望ではございますが、今後詰めていっていただければなと考

えました。 

 あと１点なのですけれども、寡占化の懸念というものが資料２－２の５のスライド番号のところで

ございます。そこに記載されておりますとおり、同等の競争環境を整備する、電気通信事業法第１条

の公正な競争という、そういった観点から極めて重要な認識を持っている必要があるかと思います。

そこにも書いてあるとおりですけれども、転用、事業者変更、この両方について競争の状況、スイッ

チングがどういうふうに行われているのかというのも継続的に見ていく、こういった確認は強調すべ

きところではないかなという形で、非常に望ましいというふうに考えました。 

【新美主査】  どうもありがとうございます。それでは、今、非常に大事な点をご指摘いただきま

したので、コメントとして、どうぞ今後の議論の中で活かすようにしてください。 

 それでは、ほかにご意見、ご質問ございましたら、どうぞよろしくお願いします。 

【長田委員】  まず、質問が資料２－２の４ページの事業者間トラブルの扱いのところで、右側の

考え方・方向性の１番目のポツの「不適正営業の有無については、基本的に変更先事業者が判断する

こととなる」というのは、変更先事業者が不適正営業したときにキャンセルになるんですよね。それ

を自ら判断するということなのですか。つまり、それは代理店がやっているからみたいな話というこ

となのでしょうか。事業者そのものが、自分たちは不適正営業ですと判断するということですか。 

【松井事業政策課企画官】  ここのところは事業間のトラブルという観点ですので、不適正営業が

あったということについては、申し込んだ利用者の方と先の事業者の間でのお話になって、その非を

認めるかどうかというのが変更先事業者のご判断になるだろうということで、変更元事業者から変更

先事業者に対してクレームをつけるとか、不適正営業じゃないかというようなトラブルになるという

ことではないという趣旨でございます。ただ、当然ながら、利用者と変更先事業者がしっかりと利用

者とお話いただいて、この不適正営業があったかどうかというお話をしっかり解決いただくというの
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は当然ながら必要なところだと思います。 

【新美主査】  よろしいでしょうか。それでは、ほかにご意見、ご質問ございましたら。まだあり

ますか。 

【長田委員】  そういうことであれば、変更先事業者の不適正営業があったときにキャンセルがで

きます、だけど、その場合には何か別の手続きやサービスに戻れないとかという不利益がいっぱいあ

るという、そういう状況であるということをどうやって事前に伝えておくかというところなんですけ

ども、変更元事業者が伝えるということももちろん大切なんですけれども、今回、今後始まる仕組み

について、ほかのところにも周知の課題が書いてありましたけれども、かなり丁寧に伝えないと、前

回も申し上げましたけど、まず転用が何かというのも全くわかっていない。自分の契約が今どれに当

たるのかというのもよくわかっていないという方も大勢いらっしゃると思うので、かなり整理した形

で情報をぜひ提供していただきたいなというのを強く思います。 

【新美主査】  今の点は消費者の平均的な像として非常になるほどというふうに思いますので、ど

ういう情報提供をするのか、周知するのかということはぜひ慎重に、丁寧に検討していただきたいと

いうふうに思います。 

 ほかにご質問、ご意見。はい、どうぞ。 

【西村（真）委員】  資料２－２の３ページに書いてある渡り歩きの制限というところですが、こ

れは利用者が渡り歩くという話ですが、渡り歩かされてしまうというケースのほうですよね。同じ代

理店に転がされてしまう消費者も出てくる可能性があるかなということです。ここの考え方・方向性

のところに一定期間制限するだとか、各事業者の判断で運営すべきということも強調されています。

おっしゃるように、何カ月以内は動けないというと実態に即さないものになるので、我々、消費者相

談で入ってきたときに、事業者の変遷の流れを見て、合理的な理由があって変更されて、こういうこ

とになっているんですねということが担保できるような営業活動をぜひお願いしたいと思っています。 

 一例としては、まずフレッツを売った３カ月後ぐらいにコラボＡの商材を売って、またさらに３カ

月後ぐらいにコラボＢの商材を売っているような代理店もいらっしゃいます。消費者側は、どこと何

を契約しているのかわからなくて、解約の手続きとかをしていないという、むちゃくちゃなケースも

ありますので、そういうのはレアケースだとは思いますが、１契約だけじゃなくて、さかのぼって、

前の契約はどうだったでしょう、その前の契約はどうだったでしょう、こういう流れで変わっている

のだったら確かに納得できますねという形をぜひお願いしたいと思っております。 

 あともう１点、前回もお話されていたように、転用の周知は難しいということと、さらに事業者変

更もすごく説明としては難しいかなと思います。きちんと説明していただくことと、それが印象に残

るとか、響くとか、伝わるということとは、正確に、細かく説明することとは違うのかなと最近つく
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づく思っておりまして、簡潔に伝えるということも考えていただく必要があるのかなと思っています。 

 以上です。 

【新美主査】  どうもありがとうございます。これもそういう意味では、消費者の視点から大事な

指摘ですので、ぜひご検討いただきたいと思います。はい、どうぞ。 

【松井事業政策課企画官】  今、長田先生、それから西村先生からいただいたご指摘のところです

けれども、利用者にどのように周知をしていくのかといったところ、それからまた、新しい事業者変

更の仕組みが導入されたときに、代理店としてもしっかりと理解していただいて、制度をしっかりご

説明いただいて運用いただくというところも重要になってくると思いますので、総務省としてもしっ

かり留意して、この論点整理、それから、これに基づいて動いていくという場合には、またＦＶＮＯ

委員会とＮＴＴ東西と連携して対応していきたいというふうに思います。 

【新美主査】  その点はぜひ総務省も含めて慎重な周知方法をご検討いただきたいと思います。 

 ほかにご指摘、ご質問ございましたら、よろしくお願いします。はい、どうぞ。 

【西村（真）委員】  資料２－２の４ページのところに書いてある事業者間トラブルの扱いという

ことで、最終的にはＮＴＴ東西を介してお話し合いができる仕組みを確保することが必要ではないか

と書かれています。今の転用のトラブルについても、個人情報なのでということで、転用先の事業者

を教えていただくのが大変難しい状況で、いろいろな前提条件がそろったら検討しますよと言ってい

ただいているところなのですが、ここのところに書かれているＮＴＴ東西の役割について、今どのよ

うな青写真を描いているのか、教えていただければと思います。 

【廣瀬事業政策課長補佐】  今ここで書いているのは、転用先事業者と転用元事業者が転用先のほ

うで、不適正営業があってトラブルになった場合に、転用先はどの転用元から来たのか、転用元はど

の転用先に行ったのかというのはお互いにわからないと話し合いもできないので、そこはわかってい

るＮＴＴさんのほうで、あなたの転用先はこの人ですよ、あなたの転用元はこの人ですよということ

をお話しして、適宜、あとは転用先と転用元でお話し合いをして解決を図っていただくというイメー

ジでございます。 

【新美主査】  よろしくお願いします。 

【飯塚オブザーバー】  今、廣瀬課長補佐におっしゃっていただいたとおりかと思っています。NTT

東西を介してというのは、私どもがお客様のお話し合いの場に立ち会ってということではなくて、現

実的に約６００者いらっしゃる事業者で、連絡先もわからないような方がいらっしゃるので、それは

今ない仕組みなので、元と先の窓口同士、わからないときにそれをつなぐというか、連絡先を教える

というようなことを想定してございます。 

【新美主査】  ありがとうございます。ほかにご質問、ご意見ございませんでしょうか。じゃ、長
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田さん。 

【長田委員】  今のところなんですけれども、ＮＴＴさんのお役割はわかったとして、プラス、１

消費者からも多分ご相談って、ＮＴＴさんにすごい多いと思うんです。つまり、先ほどから申し上げ

ているように、ＮＴＴと契約しているとまだずっと思っているわけですから、転用していたとしても。

そういう中で、そういうご相談についてもきちんと乗っていただくというか、処理をしていただくと

いうのはすごく大切で、そういう体制もまたつくっておいていただきたいなというふうに思います。 

【新美主査】  よろしいでしょうか。今の点、卸サービスだということで、ある意味で、ＮＴＴさ

んは卸しちゃったら後は知らないよという感覚があるとなると、ちょっとまずいなというご指摘で、

普通の物品でしたら、卸売して、売買したから、後は知りませんということを言えるのですが、サー

ビスというのは、根っこはちゃんとＮＴＴに残っているということは、消費者はそうやって捉えてお

りますので、そのあたり、なかなか６００者を束ねるというのは大変かと思いますけれども、問い合

わせがあったときには、ちゃんと対応できるような体制をとっていただくのは大事かなというふうに

思います。 

 ほかにご質問、ご意見ございますでしょうか。よろしいでしょうか。おおむねご質問、ご意見いた

だいたかのように思います。まだ時間がたっぷりありますので。 

【西村（真）委員】  今、ＮＴＴのほうから連絡先がわからないコラボ事業者もいるとおっしゃっ

たのは、再卸のコラボ事業者はわからないという意味なのでしょうか。今、悪い再卸事業者のサービ

スが増えています。必然性のある再卸だったらいいのですけど、よくわからないなみたいなものもあ

ったり、スタートしたけれども、早々にサービスをやめたような再卸事業者もいらっしゃいます。再々

卸だとか、どの辺まで認めていらっしゃるのかということと、ＮＴＴのほうで連絡がわからないコラ

ボ事業者についてはどのようなお考えでおられるのか、教えていただけますでしょうか。 

【茂谷オブザーバー】  まず、コラボ事業者そのものについては、NTT東西でご連絡先を存じ上げな

いということはございません。全てのコラボ事業者の、お客様の例えば問い合わせが入ってくる窓口

ですとか、契約でトラブルがあったときの窓口というのは、お互いにそこは取り交わしております。 

 今ご指摘があったとおり、NTT東西で窓口がわからないところというのは再卸の事業者です。どの事

業者に再卸をするというところでご申告はいただいているのですけれど、管理を含めて今コラボ事業

者に全て委ねているということですので、例えば何とかという事業者のサービスでという問い合わせ

が万が一東西に入った場合には、私どもは、再卸先でＡ者の下にＣ者という再卸がいるということは

わかるので、そうであれば、Ａ者にお問い合わせをして確認をいただくという形にはなるかと思いま

す。 

【新美主査】  よろしいでしょうか。そうすると、ルートをたどることはできますよということで
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すね、直接はわからないにしても。 

【茂谷オブザーバー】  はい。 

【新美主査】  わかりました。 

 ほかにいかがでしょうか。じゃ、森さん。 

【森委員】  細かいことかなと思ったのですけれども、永澤さん、明神さんに教えていただきたい

のですが、利用者が変更元に対して、変更したいと思うので番号を出してくださいというところから

始まると思うんですけれども、そのときの手続きとして、今のところ渡り歩きですとか、残債の管理

が問題であるということで、資料２－２の２ページ目の２行目のところの話だと思うんですけれども、

もちろん払わないで移ってしまうということは制限しないといけないのですけども、前回ちょっとお

話に出たかもしれないのですが、わかりましたと、払ってくれたら番号を出しましょうということ以

外に、ちょっと待ってというようなリテンション営業というか、そういうことをどのぐらいやってい

いのかみたいな、そういうお話というのも、その中でご議論がもしありましたら教えていただきたい

と思います。 

【永澤オブザーバー】  リテンションに関しましては、基本的に事業者の新しいサービスとか、例

えば何とか割に入るとさらに料金が割引になりますので、このまま引き続き使っていただけないでし

ょうかとか、そういうようなものが正論でやっていくのだろうなというようなことになります。ただ、

現実的に、例えば利用料金を大幅に何カ月分無料にするとか、そこでどれだけかのキャッシュバック

をして云々というようなことも想定はされるのですけれども、ここは、ある種、先ほど言った寡占化

の後のお話で、通常、獲得するときのキャッシュバック等々の問題もございますので、そこは過度な

ものがあれば、いろいろと議論していく必要があるのかなと思うんですけれども、そこはルール化と

か、管理とか、非常に難しいところでもございますので、ある種の範囲内でのものはやむを得ないの

ではないのかなというふうに現在は考えております。 

【森委員】  わかりました。ありがとうございました。 

【新美主査】  どうもありがとうございます。あとほかにご質問、ご意見。どうぞ。 

【西村（暢）委員】  ありがとうございます。今のリテンション、取り戻し、いろいろ営業活動が

想定されるかと思います。移ろうとしているのに思いとどまらせるような過度な行為というのは、こ

れは独占禁止法上も、それから電気通信事業法上も問題になり得るかとは思います。したがいまして、

独占禁止法と電気通信事業法というものに対する周知徹底というものを、コラボ事業者以下、関係各

所に、これは文書発出等で対応は可能かと思いますので、法令遵守をまずは基本に周知徹底をお願い

していただくことが肝要かなと考えました。以上でございます。 

【新美主査】  はい、どうぞ。 
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【永澤オブザーバー】  非常に重要な問題だということは捉えておりますので、そこは議論して深

めていきたいというふうに認識しております。 

【新美主査】  くれぐれもよろしくお願いしたいと思います。 

 あとほかにご質問、ご意見ございましたら、どうぞ。よろしいでしょうか。非常に突っ込んだ議論

をしていただけたかと思います。今日の会議はここまでということにしたいと思いますが、最後に次

回のタスクフォースにつきまして、事務局からご説明をよろしくお願いします。 

【廣瀬事業政策課長補佐】  事務局でございます。今後、本日までのご議論と本日のご議論を踏ま

えまして報告書（案）を作成してパブリックコメントにかける手続きを考えております。それに当た

りましては、次回のタスクフォースにつきましては追って改めてご連絡差し上げますので、よろしく

お願いいたします。 

【新美主査】  ありがとうございます。 

 全体を通じて、何かこの際、情報提供あるいはコメントしたいということがございましたら、どう

ぞよろしくお願いします。よろしいでしょうか。 

【長田委員】  今回の卸売サービスでの事業者変更のあり方はさくさくとぜひ進めていただいて、

この後、外の世界のほうのところも、卸売サービスに閉じない形で、外との事業者変更のところもぜ

ひご検討いただきたいなと思っていますので、よろしくお願いします。 

【新美主査】  それでは、ほかにございませんようでしたら、本日はこれにて終了させていただき

たいと思います。 

 本日はありがとうございました。 

 

 


